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要旨
　本研究では、品川区をモデル地域とした非がん性慢性疼痛患者に対する包括的事業モデルを構築することを目的に、そ
の基盤事業として①処方実態の把握、②医療従事者を対象としたシンポジウムの開催、③多職種共有患者モニタリング
シート（以下、シート）の開発の3点を実施した。処方実態の把握にあたり、品川、荏原薬剤師会を対象にアンケート調査を実
施した結果、108施設より回答が得られた。オピオイド使用患者への対応経験のある保険薬局は、78施設であり、対応場
所は、店舗窓口で71施設、在宅で7施設であった。対象疾患は、「整形外科疾患や術後に遷延する痛み」で71施設と最も多
く、使用経験のある医薬品は、トラマドールの66施設で最も多かった。オピオイド使用による依存症と疑われる患者への対
応経験について「ある」と回答した施設は、5施設であった。「しながわ地域課題解決シンポジウム ～多職種協働による痛
みゼロを目指して～」を開催し、多職種間で積極的な意見の交換を図ることでシート内容の質的向上が図れた。さらに、
シートによる評価精度を高めるための教育用資材を作成し、これらを用いて薬剤師を対象に模擬環境下でトレーニングを
実施した結果、モニタリング、情報共有の点で一定の評価が得られた。現在、星薬科大学にて倫理審査を進めている状況で
あるが、今後は、地域の患者を対象にシートのバリデーションを進めていく予定である。

1.  背景
　近年、非がん性慢性疼痛に対してフェンタニル貼付剤

やブプレノルフィン経皮吸収型製剤、トラマドール/アセ

トアミノフェン配合錠の処方が可能となり、今後、さらな

る対象患者の増加が予想される。しかし、本疾患に対して

わが国より先行してオピオイドによる治療を実施してい

る米国では、オピオイドの乱用が大きな社会問題となっ

ており、2014年9月に米国神経学会（AAN）は処方オピ

オイドによる死亡、過量投与、中毒、深刻な副作用のリス

クは、頭痛や繊維筋痛症、慢性腰痛などの非がん性の慢性

疾患におけるベネフィットを上回ると注意喚起する声明

を発表している。このような状況下、非がん性慢性疼痛に

悩む患者への適切な疼痛管理とオピオイドの乱用防止と

いう切実な両問題に対して適切なアプローチが早急に求

められているが、非がん性慢性疼痛に対してオピオイド

を用いた治療に精通した医療従事者が少ない点、患者や

家族等に対するインフォームドコンセント（オピオイド

使用に対する啓発を含む）が十分に実施されていない

点、在宅環境における患者モニタリング体制が十分確保

されていない点等を背景に抜本的な対策が取られていな

いのが現状である。

　本研究では、「非がん性慢性疼痛に悩む患者への適切な

疼痛管理とオピオイドの乱用防止」を目標に、品川区をモ

デル地域として本疾患へのオピオイドを用いた治療に精

通した医療従事者を育成するとともに、在宅領域におい

て多職種恊働でモニタリングするためのツールの開発と

検証を行った。

2.活動の概要
（1）地域多職種連携シンポジウムの開催

　医療従事者を対象に、非がん性慢性疼痛に対する

知識ならびに技能の向上を目的とした多職種協働シ

ンポジウム「しながわ地域課題解決シンポジウム～

多職種協働による痛みゼロを目指して～」を平成28
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年1月31日（日曜日）に星薬科大学で開催した（図1）。

教育講演としては、「非がん性慢性疼痛の治療戦略と

医療チームの在り方」、「痛みを有する患者の心理的

背景と精神的苦痛、依存に対するマネジメントの在

り方」に関する2演題、また、シンポジウムとしては、

テーマを「次世代の多職種連携、専門職からみた地域

疼痛管理の現状と展望」とし、医師、薬剤師、看護師等

の多職種で積極的な意見の交換と共有を図った（図

2）。

図1 多職種恊働シンポジウムのプログラム

図2 シンポジウムの風景

（2） 地域を対象とした非がん性疼痛の処方実態に関する

調査の実施

　地域における非がん性慢性疼痛の処方実態を把握

することを目的として、品川、荏原薬剤師会の協力の

もとでアンケート調査を実施した（n=108）。非がん

性慢性疼痛によるオピオイド使用患者への対応経験

のある保険薬局は、78施設であり、対応場所（複数回

答）は、店舗窓口で71施設、在宅で7施設であった。対

象疾患（複数回答）は、「整形外科疾患や術後に遷延す

る痛み」で71施設と最も多く、以下、「帯状疱疹に関連

する神経障害性疼痛」で19施設、「線維筋痛症、神経難

病」で10施設、「糖尿病に関連する神経障害性疼痛」で

4施設であった。また、使用経験のある医薬品（複数回

答）は、トラマドールの66施設で最も多く、以下、ブプ

レノルフィンで28施設、フェンタニルで15施設、コデ

インで8施設、モルヒネで3施設であった。オピオイド

使用による依存症と疑われる患者への対応経験につ

いて「ある」と回答した施設は、5施設、「わからない」

と回答した施設は、11施設であった。

（3） 多職種恊働モニタリングツールと教育資材の開発

　非がん性慢性疼痛に対してオピオイド系鎮痛薬

（フェンタニル、トラマドール、ブプレノルフィン等）

を使用している患者を対象に地域、特に在宅領域に

おける治療の適正化向上を目的とした多職種恊働モ

ニタリングツールを開発した（図3）。また、開発した

ツールへの理解向上と適正使用を目的に教育資材を

開発し、薬剤師を対象として模擬環境下で有用性を

検証し、一定の知見を得ることができた。

図3 多職種恊働モニタリングツール

3.今後の課題
　品川区をモデル地域として、人的環境を整備するとと

もに多職種恊働モニタリングツールならびに教育資材を

開発した。今後は、実臨床にて本シートのバリデーション

を実施していきたい。


